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（報酬の種類） 

第１条 常勤役員の報酬は本基準に定める本俸、特別調整手当、特別手当及び退職手当と

し、日本国外に在勤する常勤役員に対しては別に在勤本俸及び配偶者手当を支給する。  

 

第１条の２ 常勤役員に支給する年間報酬額の総額（退職手当を除く。）は、６０，２００，０００

円を超えてはならない。 

 

（本俸月額） 

第２条 常勤役員の本俸月額は、次に掲げる金額の範囲内において、理事会が定める金額とす

る。 

 理 事 長 ９４０，０００円以下 

 専務理事 ８９０，０００円以下 

 理   事 ６５０，０００円以下 

 

（本俸の日割計算） 

第３条 月の中途で異動を生じたときの、役員の本俸の月額は日割計算によって計算した額とす

る。 

 

（特別調整手当） 

第４条  特別調整手当は、東京都に在勤する役員の本俸月額に１４／１００を乗じて得た金額

を支給する。 

 

（通勤手当） 

第４条の２ 通勤手当の算定については、職員給与規程を準用する。 

 

（特別手当） 

第５条 特別手当は、期末手当及び勤勉手当とする。 

２ 特別手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条において、これらの日を「基準日」という）に

それぞれ在職する役員に対して、６月３０日及び１２月１０日（これらの日が休日に当たるときは、

それぞれの前日）に支給する。               

３ 特別手当の額はそれぞれの基準日において役員が受けるべき本俸月額に特別調整手当を

加えた額、本俸月額に２５／１００を乗じて得た額及び本俸月額と特別調整手当を加えた額

に２０／１００を乗じて得た額の合計額（以下「常勤役員特別手当基礎額」という。）に、国家

公務員指定職の期末手当に準じた月数を乗じて得た額を期末手当とし、国家公務員指定

職の勤勉手当に準じた月数を乗じて得た額に、次項で規定する前年度業績評価率を乗じて

得た額を勤勉手当とし、両手当の合計額に、基準日以前における在職期間に応じて、次の各

号に掲げる割合を乗じて得た額とする。 



①  在職期間が６カ月             １００／１００   

②  在職期間が５カ月以上６カ月未満     ８０／１００   

③  在職期間が３カ月以上５カ月未満     ６０／１００  

④ 在職期間が３カ月                  ３０／１００   

 ４ 別に定める常勤役員業績評価委員会設置規程（日本台湾交流協会規程第１１－３号）

に基づき設置される常勤役員業績評価委員会は、各年度、前年度の協会事業につき評価し、

９５／１００又は１００／１００のいずれかの前年度業績評価率を決定する。 

 ５ 前各項の規定により計算される額から、国家公務員の例に準ずることが必要な場合等、減

額調整を行って得られる額を特別手当の支給額とすることが必要な場合にあっては、理事会に

おいて減額調整額を決定することが出来る。 

       

（在勤本俸） 

第６条 在勤本俸は１，１００，０００円以下の範囲内で理事会の定める金額とする。 

２ 国家公務員給与の改定に準じて在勤本俸の改正を行わなければならない場合であって、直

ちに理事会を招集することが困難である場合には、会長は前項で定める金額の範囲内におい

て、別にその支給額を定める事ができる。但し、この場合にあっては、その後直近に開催される

理事会において報告しなければならない。 

 

（配偶者手当） 

第７条  配偶者手当は、配偶者を勤務地に伴う場合に限り支給し、その額は在勤本俸２０／１

００に相当する額とする。 

 

（宿舎貸与） 

第８条  日本国外で勤務する常勤役員に対しては、予算の範囲内で宿舎を借上げ、無料で貸

与する。 

 

（退職手当） 

第９条 常勤役員（以下「役員」という。）が退職した場合においては、在職１月につき、その者の

退職日における本俸月額に１２．５／１００を乗じて得た額に別に定める常勤役員業績評価

委員会設置規程に基づき設置される常勤役員業績評価委員会が０．０から２．０の範囲内で

定める業績勘案率（以下「業績勘案率」という。）を乗じて得た額を退職手当として支給する。 

２ 在職期間の計算は、任命の日から暦にしたがって計算するものとし、１月に満たない端数を生

じたときは１月とする。 

３ 役員が退職した場合においては、その者が退職の月、又はその翌月に再び同一の役職の役

員となったときは、前項の規程による在職期間の計算については、引続いて在職したものとみな

す。 

 

（退職手当の支給制限） 

第１０条 公益財団法人日本台湾交流協会定款第２６条第１項第１号に掲げる事由に

より解任された場合には退職手当を支給しない。 

 

 

附 則（日本台湾交流協会規程２９第２号） 

この規程は、評議員会の承認が得られた日（平成２９年３月１５日）から施行し、改正後の第

４条の規定については、平成２８年４月１日に遡及して適用する。 


